
令和6年度　志摩市男女共同参画　庁内推進取組実績一覧

評価について　  　A：計画通り事業を実施できた　　B：概ね計画通り事業を実施できた　　C：計画的に事業を実施できたが、改善の余地がある　　D：事業を実施できなかった（しなかった）

基本目標 基本方針 基本施策 実施施策 主な施策の内容 担当課 評価 重点的に取 各事業における”男女共同参画”への 取組成果（効果）・課題
男女共同参画推進条例及び第４次志摩市男女共同参画推

進プランの周知 人権市民

協働課 B
条例及び第4次志摩市男女共同参画推進プランに関してホームペー

ジに掲載し、概要版の第4次志摩市男女共同参画プランをイベントな

どで配布し幅広い周知を行った。

引き続き人権・男女共同参画のイベントや研修で周知を進めていく。

市民対象の男女共同参画啓発事業の実施

人権市民

協働課 A 〇

三重県内男女共同参画連携映画祭の実施した。

志摩市立図書館にて男女共同参画に関わる書籍のコーナーを設置し

た。

中学生対象のデートDVに関する学習会の実施した。

外部の講師(フレンテみえ)を招き、職員を対象として、男女共同参画及

びハラスメントに関する講演会を実施した。

令和７年度の映画祭では福山雅治主演の「そして父になる」を上映予

定。その他男女共同参画に係る事業も引き続き実施予定である。

「広報しま」を活用した男女共同参画関連記事の掲載

人権市民

協働課 A

じんけんコーナーで男女共同参画社会の解説記事を掲載した。そのほ

か「女性に対する暴力をなくす運動」等、男女共同参画に関する記事

を広報しまに掲載し、広く市民の男女共同参画意識の普及を図った。

引き続き広報しまへ記事を掲載し、広く市民の男女共同参画意識への

普及を図る。

本市ホームページにおける男女共同参画コンテンツの充実
人権市民

協働課 A
男女共同参画に関する制度や実施事業についてホームページで掲載

した。

引き続き実施事業や制度に関してホームページ上で周知啓発を行う。

男女共同参画関連事業の積極的なプレスリリース 人権市民

協働課 B
男女共同参画実施事業に関してプレスリリースを行った。 より積極的な実施事業に関してのプレスリリースを徹底する。

広報担当におけるメディア・リテラシー向上のための研究

広報広聴

課 B 〇

広報誌やケーブルテレビ、ホームぺージ、SNSなどにおいて人権尊重

の意識や男女共同参画意識の普及活動に努めました。

情報発信では視聴者が様々な立場におかれていることを念頭に、各

媒体での発信時には誤った性別概念を抱かせることのないよう気を

付けて発信しました。

毎月広報誌で人権に関するコラム掲載を行い、その記事を通して市民

の皆さんへ意識の普及活動を行っていますが、その成果として反響が

あるわけではないため、今後も引き続き活動を継続していく必要が

あると考えます。

③ 関係団体の連携

強化

・男女共同参画社会づくりに向けた協働による

取り組みを進めるため、団体、企業、行政等の連

携強化を図ります。

連携すべき団体のリストアップと連携調整
人権市民

協働課 A
令和６年度においては、県のダイバーシティ社会推進課と連携し「トッ

プの熱い思いの本気宣言」に参画し、男女共同参画社会の機運醸成を

図った。

引き続き、関係機関と連携し、ジェンダーに縛られない社会の実現を

目指していく。

男女共同参画関連相談窓口の整理と市民への周知
人権市民

協働課 B
広報やホームページに相談窓口を掲載し、男女共同参画関連のイベン

ト時には関連したリーフレットの配布を行った。

男女共同参画推進に関連したイベントで定期的な周知を行い相談しや

すい環境づくりを努めていく。

人権市民

協働課 B

こども家庭科および県の男女共同参画センター（フレンテみえ）と速や

かに連携をとれる体制をとっている。

引き続き、この連携体制を維持し、相談があった際に迅速に対応でき

るよう努める。

こども家

庭課 A

・女性相談員及び母子・父子自立支援員を配置し、広報誌等で各種相

談窓口を周知した。

・県等が開催する研修を受講し、相談員及び職員の資質向上に努め

た。

・相談内容により関係機関が連携をとり対応した。

市のホームページに「子どもや家庭に関する相談」をまとめたページ

を掲載しているが、自ら発信できない家庭へのアウトリーチが引き続

き課題となっている。

志摩市国際交流協会との連携強化

人権市民

協働課 A

国際交流協会主導で、女性が参加しやすい寄せ植え教室やクッキング

セミナーを開催し、国際交流事業に関わる女性の確保に努めた。

令和6年度は、昨年度と同様に市の国際交流員と協働でクッキングセ

ミナーを開催したり、三市合同日本語学習支援者養成講座を志摩市で

開催した。

在住外国人を対象とした「しま日本語教室」の継続開催

人権市民

協働課 A 〇
国際交流協会主導のもと、平成22年度から継続して、毎月第1・3金

曜日の月2回開催していたが、参加を希望する在住外国人が増加した

ため、現在は月４回開催しており、外国人との共生サポート体制をとっ

ている。

令和6年度は、日本語ボランティア養成講座を開催したが、受講希望者

が多く、まだまだボランティアの数が足りない状況である。

人権市民

協働課 A 〇

磯部中学校の3年生を対象に、デートDVについて講師を派遣し学習

会を開催した。

男女共同参画週間には志摩市立図書館と連携し男女のパートナーシッ

プについて理解を深めることを目的とした、男女共同参画に関する書

籍を集めた特設ブースを設置した。

人権講座では「子どものエンパワメント」をテーマに志治優美さんを講

師として迎え講演会を開催した。

引き続き、関係する教育機関と連携しながら啓発していく。

学校教育

課 B 〇

各校において、自分らしく生きていくという視点、男女共同参画の視

点を大事にしながら、子どもの自尊感情を高めていけるような取組を

行った。また、学活や性的マイノリティに係る問題を解決するために学

習に取り組んだ。そして、男女共同参画等に理解を深めるために、自ら

の固定的な性別分担（ジェンダー）意識の見直しを図る内容を児童生

徒と共に学ぶ機会を持つことができた。

教育活動全体を通して、全ての児童生徒が男女共同参画の視点を大

切にしながら、人権尊重の意識を高めるとともに、あらゆる人権問題

の解決を図っていく意思と実践力を培う取組みを継続して行ていくこ

とが必要である。

LGBTなど性的マイノリティに係る問題を解決するための学習を各校

へ広めることができた。しかし、学校によっては日常の中で、男女の違

いを認識し、互いの良さを認め合う取組に課題があり、さらに人権教

育の実践を進めていく上で、仲間づくりの視点で研究活動を現場にお

いて繰り返し行っていくことが重要である。

② 男女共同参画に

関する学習機会・情

報の提供

・生涯を通じて身近な地域で男女共同参画につ

いて学習できるよう、体験型の講座や休日や夜

間の講座など、若年層や男性も参加しやすい講

座を企画し、学習機会の充実に努めます。

・誰もが学習活動に参加しやすいよう、託児

サービス、休日・夜間開催など、参加者の立場に

立った配慮を行います。

・家庭における男女共同参画や家庭教育を推進

するための研修や情報提供を充実します。

男女共同参画の視点に立った生涯学習事業の実施検討

生涯学習

スポーツ

課
B

・1回のみで終わる体験型の講座や休日や夜間の講座を複数回企画、

実施し、あらゆる世代が参加し、共通して学習に取組みやすい環境の

整備に努めた。

  ・通年講座については子連れ等付き添い有で参加希望の方は申し込

みの際に「ご相談ください」と広報物（チラシ）に記載し、単発ではその

他質問欄等を設けて対応したが、要望はなかった。

  ・県が主催する家庭における男女共同参画や家庭教育を推進するた

めの研修などについてチラシを設置した。

・老若男女問わず、幅広い世代の方が参加した。

 ・複数の講座にて、夫婦での参加希望があった。

 ・託児サービス、夫婦共同で子育てを行うための学習機会の設置につ

いて、予算措置含め検討課題である。

 ・情報御提供をチラシ設置だけでなく、もう少し展開して様々な媒体

で行うなどの改善が見込める。

① コミュニティ活動

への男女共同参画

の促進

・ＰＴＡ、自治会、青少年育成活動などへの男女

共に参加しやすい環境づくりを進め、様々なコ

ミュニティ活動への男女共同参画を促進します。

自治会等の地域活動団体への意識啓発と連携の強化

人権市民

協働課 B

自治会組織の中に女性部等、女性を中心とした組織部会を構成し、自

治会内においても女性の地位や役割が確立できるように取り組みを

実施している自治会がある。

自治会によって役員への女性登用の差が出ているため、女性が参加

しやすい自治会等の地域活動を推進していく必要がある。

② 男女共同参画の

視点に立った慣習、

慣行の見直し

・コミュニティ活動において、女性の意見が反映

されるよう自治会等地域組織を対象とした学習

機会の充実に努めます。

・男女の生き方に影響を与えている社会制度、

慣習について、男女共同参画を阻害する要因と

なっていないか、見直しを含めた検討を促進し

ます。

市民対象の男女共同参画啓発事業の実施

人権市民

協働課 B

男女共同参画映画祭で「そして、バトンは渡された」を上映し、男女が

対等な構成員として、互いに協力しあう重要性について事前説明を

行った。

じんけんコーナーで男女共同参画社会の解説記事を掲載した。

引き続きイベント等を実施した際に周知を実施していく。

③ 社会活動への参

加啓発

・地域振興を担う自

治会等の意思決定

の場への女性の参

画を促進します。

・地域振興を担う自治会等の意思決定の場への

女性の参画を促進します。

意思決定の場への女性の参画促進

人権市民

協働課 B

自治会組織の中に女性部等、女性を中心とした組織部会を構成し、自

治会内においても女性の地位や役割が確立できるように取り組みを

実施している自治会がある。

自治会によって役員への女性登用の差が出ているため、女性が参加

しやすい自治会等の地域活動を推進していく必要がある。

④ 男女共同参画の

視点に立ったまちづ

くりの推進

・志摩市まちづくり基本条例の周知を図り、男女

が共に知恵を出し合い、男女共同参画の視点に

基づいた魅力あるまちづくりを推進します。

志摩市まちづくり基本条例の理念に沿った、

誰もが快適に過ごせるまちづくりの推進 人権市民

協働課 B
令和６年度は志摩市まちづくり基本条例推進委員会を開催し、男女共

同参画の視点に基づいたまちづくりの推進を図った。

志摩市まちづくり基本条例の認知度が低いため、広報誌やホームペー

ジ、SNS等を活用し、志摩市まちづくり基本条例の周知を図る。

⑤ 女性団体・グ

ループの支援

・女性の社会参画を促進するため、様々な活動

に取り組んでいる団体・グループの自主活動に

対し、情報提供をはじめ、団体間の交流機会の

拡大など、その活動を支援し、一層の連携を進

めます。

・新たな団体・グループの育成と活動支援に努

めます。

女性団体の活動支援

生涯学習

スポーツ

課
B

・すべての女性が輝くまちづくりを推進するために、市内において女

性の社会活動への参加促進を図る女性団体への補助制度の広報に努

め、5団体から申請があり、補助金を交付した。

・補助金の交付により、事業を実施する団体への支援が行えた。

・団体間の交流機会の拡大など、その活動を支援し、一層の連携を進

めていく。

① 雇用の分野にお

ける男女の均等な

機会の確保

・雇用機会や待遇において男女平等が確保され

るよう、「男女雇用機会均等法」や「パートタイ

ム・有期雇用労働法」「女性活躍推進法」などの

法律や制度を広く周知します。

・雇用において、正社員と非正社員との間で賃

金・社会保障など待遇面での格差が生じないよ

う、推進していく必要があります。

事業者に対する法制度の広報・啓発

経済課 B

リーフレットの窓口設置やポスターにより周知を行った。 啓発物による周知により対応ができている。

②　多様な就業形態

における労働条件

の向上

・男女が等しく時間的ゆとりを確保し、一人ひと

りが望むワーク・ライフ・バランスの実現を図る

ため、事業所も含めた広報、啓発に努めます。

・労働時間の短縮、リフレッシュ休暇などの必要

性の啓発、フレックスタイム制などの柔軟な働き

方を普及していく必要があります。

チラシや広報誌及びメディアを活用した市民・事業者への

周知・啓発

経済課 B

ワーク・ライフバランスやリフレッシュ休暇の啓発ポスター等を活用し、

庁舎内に掲示することにより周知を行った。

啓発物による周知により対応ができている。

③　職業生活と家庭

生活の両立のため

の育児、介護の環境

整備

・企業等の職場に対して、「育児・介護休業法」の

普及啓発を働きかけます。

・働く女性の妊娠・出産が労働における差別に

つながらないよう、事業者に対して働く女性の

妊娠・出産にかかる保護規定の周知を図りま

す。

事業者に対する法制度の周知・情報提供

経済課 B

ワーク・ライフバランスやリフレッシュ休暇の啓発ポスター等を活用し、

庁舎内に掲示することにより周知を行った。

啓発物による周知により対応ができている。

チラシや広報誌及びメディアを活用した事業者への周知・

啓発 経済課 B
県内で開催されるセミナー等の開催チラシを庁舎内に設置することに

より周知を行った。

国や県が作成している啓発物による周知により対応ができている。

事業者に対するポジティブ・アクション（積極的改善措置）

の啓発 経済課 B
県内で開催されるセミナー等の開催チラシを庁舎内に設置することに

より周知を行った。

国や県が作成している啓発物による周知により対応ができている。

⑤ 男女が平等に働

ける職場組織の支

援

・商工会と連携しながら、どのような就業形態で

あっても、すべての労働者が安定し、男女平等

な労働条件下で、安心して働けるような職場組

織の支援に向け、WEBやSNSなどを通じた周

知に努めます。

メディアを活用した事業者への制度周知・啓発

経済課 C

県内で開催されるセミナー等の開催チラシを庁舎内に設置及び商工

会への情報提供により周知を行ったが、WEBやSNSによる周知実施

には至っていない。

国や県が作成している啓発物を活用した周知はできているが、今後

は市独自のWEBやSNSでの周知方法を検討していく。

男性中心型労働慣行見直しに関する情報等の周知・啓発

人権市民

協働課 B

講演会などのイベントを実施する際に、パンフレットを配布し市民への

啓発を行った。

啓発バッグと一緒に配布するなど工夫し、多くの市民へ配布できるよ

う引き続き実施していく。

母子手帳交付時における男性を含む子育てについての啓

発実施
健康推進

課 A

母子健康手帳交付時に男性の子育て参画に関するリーフレットを配

布した。また、希望者に対しては離乳食教室などの母子保健事業に、

父親の参加も受け入れている。

パートナーが母子健康手帳の交付に同席した際は特に、男性の子育て

参画について具体的に促すことができた。また、教室等の母子保健事

業では、父親も一緒に参加することで育児の技術や知識を学ぶことが

でき、家庭で一緒に子育てしていくイメージづくりを強化することが

できた。

男女共同参画の視点に立った生涯学習事業の実施検討

生涯学習

スポーツ

課
B

・親子参加の講座など実施した。

  ・家庭における男女共同参画や家庭教育を推進するためのチラシを

設置した。また、男性の参加を促すためSNS等での広報活動も行っ

た。

・男性の参加者の割合が女性と比較して少ないため、広報内容や見た

目など、広報における男性へのアプローチ方法について工夫が必要だ

と思われる。

  ・子育て支援センターからの情報収集等を綿密にする。

  ・家事や介護について教えることのできる講師の発見が難しいの

で、出前講座などを利用する。

 ・家庭における育児・子育て、介護等への男性の参加促進に係る学習

機会の設置について、予算措置含め検討課題である。

男女共同参画関連情報の積極的な周知・啓発の推進
人権市民

協働課 B
講演会などのイベントを実施する際に、パンフレットを配布し市民への

啓発を行った。

啓発バッグと一緒に配布するなど工夫し、多くの市民へ配布できるよ

う引き続き実施していく。

母子手帳交付時における男性を含む子育てについての啓

発実施

健康推進

課 A

母子健康手帳交付時に男性の子育て参画に関するリーフレットを配

布した。また、希望者に対しては離乳食教室などの母子保健事業に、

父親の参加も受け入れている。

パートナーが母子健康手帳の交付に同席した際は特に、男性の子育て

参画について具体的に促すことができた。また、教室等の母子保健事

業では、父親も一緒に参加することで育児の技術や知識を学ぶことが

でき、家庭で一緒に子育てしていくイメージづくりを強化することが

できた。

各種講演会等における託児対応のための環境整備の推進 人権市民

協働課 A
男女共同参画映画祭・人権を考える市民の集いでファミリーサポート

センターと連携し託児環境を整備した。

引き続きイベント時には託児対応を行う。

子育て支援環境の充実に向けた取り組みの推進

こども家

庭課 A

・低年齢児保育、延長保育、一時保育等保育サービス等の充実に努め

た。また、保護者が仕事等により昼間家庭にいない小学生の児童に対

し、放課後児童クラブを利用して適切な遊びや生活の場を与え、健全

育成を図るため、放課後児童クラブを運営し、職員の資質向上のため

の研修も実施した。

・現在、学校敷地外にある公立放課後児童クラブを小学校に余裕教室

が出た時点で協議し、整い次第移転していく。

子育てについての相談体制の整備 こども家

庭課 A
市内４か所の子育て支援センターと大王の子育てひろばで子育ての

相談に対応できるようにした。

令和6年度は大王の子育てひろばにおいても、子育ての相談に対応

できるようにした。

ファミリー・サポート・センターの会員登録促進

こども家

庭課 A

保育所・幼稚園・小学校に対し、ファミリー・サポート・センターの案内

チラシを保護者連絡システムjにより配信したり、保健センターが実施

している乳幼児健康相談や赤ちゃん訪問の時にチラシを配布するな

どして、会員登録の促進を図った。

また、初めてファミリー・サポート・センターを利用する人に、お試し無

料体験を利用してもらったり、利用料助成事業の対象者には利用料の

半額を助成する制度により利用者の経済的負担の軽減に努めた。

・お試し無料体験からサポート依頼に繋がったり、利用料助成事業に

より継続的なサポートが出来た。

庁内における啓発と育児休暇取得のための環境整備

総務課 B 〇
所属長に対して妊娠・出産等を申し出た職員に対する育児休暇制度

の個別の周知や意向確認のための面談を行うよう周知した。また、相

談体制の整備を進めた。

所属長から、職員に対して育児休業について面談を行うことで、育児

休業を取得しやすくなったことから、男性職員の育児休業取得件数が

例年より増えた。

庁内における男性職員の育児にかかる各種休暇・休業制

度等の情報提供
総務課 B

育児休業にかかる制度内容の周知と所属長に育児休業取得に関する

面談を行う際の制度についての情報提供を行うよう庁内グループ

ウェアで周知した。また、職員から相談があった場合は、制度について

案内した。

男性による育児時休業の取得件数が例年より増えた。

今後も、積極的に制度について周知していく。

企業や事業所に対する育児休業法の周知・定着

経済課 B
リーフレットの窓口設置やポスターにより周知を行った。 啓発物による周知により対応ができている。

総合型地域スポーツクラブの拡充

生涯学習

スポーツ

課
B

総合型地域スポーツクラブの活動は、子どもの居場所づくりや高齢者

の健康増進や介護予防活動を通じて、地域コミュニティの役割を担っ

ている。

市内全地区で総合型地域スポーツクラブが活動し、教室や事業でス

ポーツや文化活動を通じて、子どもや子育て世代だけでなく、高齢者

やその他世代との交流が期待できた。

各クラブ共に新たな教室を立ち上げるなど、子どもから高齢者まで更

なる参画につなげられるような取り組み実施し、地域コミュニティの

形成に一層尽力している。

生涯学習

スポーツ

課
B

・青少年育成団体にジュニアリーダー研修会などの事業を委託し、学

校との連携のもと、地域、学校、家庭が一体となって児童の健全育成に

努めることができた。

 ・青少年育成団体活動へ補助金の交付や広報活動の支援などを行っ

た。

 ・高齢者や子どもが参加し、教え合うイベントを実施し、世代間交流を

推進した。

 ・地域の見守りシステムの確立のため、あいさつ活動などを行った。

・学校との連携事業を含め、様々な事業や行事を計画実施した。

こども家

庭課 B

児童虐待の早期発見・防止については、関係機関が志摩市子ども家庭

支援ネットワークを通じ、連携して行った。

志摩市子ども家庭支援ネットワーク代表者会議を3回開催した。また、

各地区の主任児童委員と情報交換会を行い、地域での見守り体制の

強化を図った。

会議での決定事項や周知事項が構成員一人ひとりにまで行き渡らず、

組織内での情報共有が課題となっている。

⑥ ひとり親家庭の

自立支援

・ひとり親家庭に対して、父親、または母親の仕

事と子育てが両立できるよう、母子・父子自立

支援員等との連携を図りながら相談活動の充実

に努めます。

・ひとり親家庭の生活安定の確保を図るため、

児童扶養手当・高等職業訓練促進給付金等の経

済的援助の周知と利用を促進します。

・ひとり親家庭の自立を支援するため、生活に

必要な各種資金の貸付の利用を支援します。

ひとり親家庭に対する支援の拡充検討

こども家

庭課 A

・ひとり親家庭に対し、母子・父子自立支援員と連携して相談対応を

行った。

・児童扶養手当に加えて子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世

帯）を支給した。

・高等職業訓練促進給付金等事業の周知を行い、利用促進に努めた。

・母子父子寡婦福祉資金の貸付の相談等を行った。

・自立支援教育訓練給付金については支給済が２件、受講中が０件と

なっている。高等職業訓練促進給付金等事業については、利用者が1

件となっている。今年度が最終年度。

・各給付金について相談はあるが、申請にまで至らないことが多い。相

談があれば丁寧な説明を行っていく。

・母子父子寡婦福祉資金については相談があっても申請から振込まで

日数がかかるため実際に利用できることが少なく、結果として他の貸

付を案内することが多くなっている。

⑦ 介護における家

族的責任に関する

意識の啓発

・介護についての固定的性別役割分担意識を是

正するため、広報・啓発に努めます。

・男性の介護への参加促進に努めます。

男性を含む介護教室やセミナーの開催

介護・総

合相談支

援課
B

壮年期以降の生活や暮らしのあり方などについて考えてもらうきっか

けとなるようライフプラン講座を開催した。

２回（午後・夜間）実施し、全39人の参加があった。うち男性の参加14

人。

今年度は幅広い世代に参加を促すため、開催時間を午後と夜間に設

定し、２回実施した。結果、20歳代～80歳代の参加があった。

参加者自身のことだけでなく、家族の事として考えることができる内

容で、将来の介護についても考えるきっかけとなったと考える。

今後も幅広い世代に関心がもってもらえるよう、講座内容や時間を考

えてきたい。

⑧ 介護支援の充実 ・介護についての各種サービスの情報提供を充

実するとともに、相談に応じる体制の整備に努

めます。

・介護者の悩みや労力を軽減するため、多様な

介護支援サービスの充実に努めます。

・介護を必要とする高齢者ができる限り住み慣

れた家庭で生活できるよう、在宅サービスの充

実を図ります。

介護・総合相談支援課（地域包括支援センター）の相談窓口

の積極的周知

介護・総

合相談支

援課
B

・継続して、広報しまで毎月「地域包括支援センターかわら版」として介

護・総合相談支援課（地域包括支援センター）の紹介を行っている。令

和６年4月に、志摩市地域包括支援センター　大王・志摩サテライトを

開設し、自治会や民生委員・児童委員、介護サービス事業所等への周

知を行った。

令和６年４月より開設した大王・志摩サテライトへの民生委員や介護

サービス事業所等からの相談も定着してきており、地域の身近な相談

窓口として、今後も地域包括支援センターの周知に努めていく。

庁内における啓発と介護休業取得のための環境整備

総務課 B
各種の休暇と合わせてグループウェアで周知した。職員から介護休暇

の取得について相談があった場合は、制度について案内した。

介護と仕事の両立に向けて、今後も周知していく。

企業、事業所に対する広報やチラシ等による啓発

経済課 B
リーフレットの窓口設置やポスターにより周知を行った。 啓発物による周知により対応ができている。

農林課 B
　引き続き、志摩市農業経営・生産推進協議会などにおいて、委員とし

て意見を徴収した。

　農業経営・生産推進協議会については、1回開催した。

水産課 A
前年に引き続き、志島地区では、農村漁村女性アドバイザーである海

女とともにウニ駆除やアワビ放流をおこなった。

引き続き農村漁村女性アドバイザーが増えるよう漁協を通じて各地区

に周知をおこなっていく。

農林課 A
　志摩町において、農業に従事している女性の参画のもと、産直市場

の運営を行っていただいた。

　志摩特産物販売施設において主に土曜日に「まるやま朝市」を開催

した。今後の課題として、農家の高齢化により出品数が減少している。

水産課 A
海女振興協議会において海女サミット2024を開催した。

（志摩市13名、県外27名、鳥羽市25名）海女サミット2024では、輪

島から海女を呼び講演及び意見交換や交流会を実施した。

海女サミットは、鳥羽市と志摩市で交互に開催している状況ではある

が、今後は輪島市で開催するなど新たな交流についても検討してい

きたい。

② 職業能力の開発

と企業家支援の促

進

・男女共同参画を進めるため、農林水産業や商

工業に従事する担い手の能力の向上を図りま

す。

・女性起業家や起業を希望する女性に対して、

相談窓口の充実や、国・県等の融資制度の情報

創業スクールの開催及び新規創業者への支援

経済課 B
商工会主催の「創業セミナー」に当市が後援し、周知を行った。

 また、「創業交流会」を開催し、新規創業者や創業後間もない創業者

に対し支援を行った。

６名が創業セミナーに、13名が創業交流会に参加した。

③ 魅力ある観光地

づくりに向けた人材

の育成と組織化

・観光客を温かく迎え入れるための「おもてな

し」を男女が共に協力し合いながら取り組むこ

とにより、観光地としての魅力アップを図りま

す。

・観光施設の従業員や宿泊業従業員、特産品の

販売員など観光産業に直接かかわる人々のみ

ならず、地域の名所の案内人や地域の歴史・文

化の語り部など、観光客に対して満足度の高い

サービスを提供するため、男女共同参画による

人材の育成や組織の強化を推進します。

・「観光地経営」の視点に立った観光地域づくり

の舵取り役として、観光地域づくり法人や観光

地域づくり会社の設立支援を行うとともに、連

携強化による魅力ある観光地づくりに向けた

人材育成を促します。

ＤＭＯ（観光地域づくり法人）やＤＭＣ（観光地域づくり会

社）などの設立支援・連携強化

観光課 A 〇

一般社団法人志摩市観光協会（DMO）、志摩まちづくり株式会社

（DMC）と連携を図りながら、魅力ある観光地づくりに向けた人材育

成を促進した。

誰もが観光しやすい観光地づくりに向け、DMO、DMCとの連携を更

に強化し、継続的な取り組むことが求められる。

④ 生活者視点の観

光振興への積極的

な参加

・真珠をはじめとする、地場産業や郷土料理、灯

台やサーフィンなど、生活者視点の地域文化の

発信による観光振興や、観光地づくりについ

て、男女を問わず、積極的な参加を促せるよう

に各種団体等と連携します。

生活者である市民からの提案型観光振興事業の実施・協

働

観光課 A

志摩市の豊かな自然から育まれた食をテーマとした鉄道との連携事

業、サーフィンをはじめとしたスポーツ観光推進事業、灯台を活用した

観光振興事業などを実施し、農林水産業者、宿泊事業者、飲食事業者、

交通事業者、スポーツ関係団体など、多様な事業者との連携による観

光振興を図った。

地場産業、地域食材、地域ならではのアクティビティなどのPRを含め、

男女を問わず積極的に各種団体等と連携することが求められる。

(２）男女共

同参画に関

する意識の

普及と教育

の推進

基本目標

１

互いに認

め合う

まちづく

り

（３）地域に

おける男女

共同参画の

促進

基本目標

２

職業生活

における

女性活躍

の推進

（１）雇用等

における女

性活躍の推

進

（２）仕事と

子育て・介

護が両立で

きる環境整

備の推進

（３）農林水

産業や商工

自営業、観

光における

男女共同参

画の促進

・男女が自らの生き方を選択し、自立できるよ

う手助けするための相談しやすい相談窓口・電

話相談の充実を図ります。

・利用者が相談しやすい環境の整備に努めると

ともに、相談員の資質向上を図ります。

・各種相談機関において、カウンセリング機能を

充実させるとともに、各関係機関と連携をとり、

自立支援のための情報提供機能の充実を図り

ます。

・支援が必要な家庭の把握とアウトリーチを検

討します。

　第４次志摩市男女共同参画推進プラン（R4～R8）に基づく　　【令和6年度事業取組実績　事業評価シート】　

① 自主的な男女共

同参画のための市

民意識の高揚

・男女が互いに差別し合うことなく、共に手を取

り合って社会参画できるよう、男女共同参画に

対する市民意識の高揚を図るとともに、新たな

日常生活の中で、若い世代を中心に家庭生活や

社会生活における男女相互の自立意識が高揚

できる手法を検討します。

・人権尊重の意識や男女共同参画意識の普及を

図るため、広報紙、ケーブルテレビや本市ホーム

ページをはじめ、新聞など多様な媒体を活用し

ていきます。

・誤った性別概念が擦り込まれないようメディ

ア・リテラシーの向上に努めます。

相談体制の整備・充実

② 多様なメディア

を活用した広報・啓

発活動の推進

（１）男女共

同参画社会

についての

広報・啓発

の推進

⑤ 国際的視野に

立った幅広い情報

収集の整備

④ 事業者に対する

男女共同参画意識

の啓発

① 固定的性別役割

分担意識を解消す

るための啓発推進

② 子育てにおける

家族的責任に関す

る意識の啓発

④ 男女共同参画に

向けた相談体制の

確立

① 学校等における

男女共同参画教育

の推進

・男女とも一人ひとりが思いやりと自立の意識

を育み、個人の尊厳と男女平等の理念を推進す

る学習を充実します。

・教職員等が男女共同参画の理念を理解し、意

識を高め、教育に反映できるよう研修機会の充

実に努めます。

・LGBTなど性的マイノリティに対する視点も入

れながら、男女共同参画意識の普及に関する効

果的な指導方法について調査・検討を行いま

す。

・学校行事、ＰＴＡ活動などを活用して、保護者

に対する男女共同参画意識の普及を進めます。

・事業者に対する意識啓発を行い、男女共同参

画に関する自主的な取り組みや事業主行動計

画が進むよう働きかけます。

・家庭における男女の固定的役割分担意識の是

正を図るための男女共同参画の視点に立った

情報提供に努めます。

・男性の家事や子育て、介護などへの参加を促

進するため、男性に対して家事や子育て、介護

などに関する知識や技術を身につける機会の

提供に努めます。

・子育て支援センターで実施している教室等に、

男性が積極的に参加してもらえるよう広報に努

めます。

・男女が子育て、家事、教育など家庭における役

割について相互に協力しながら責任を果たす

意識の啓発を行います。

・男性の子育てへの参加を促進するため、新た

な日常生活における男性のための子育て教室

など子育てに関する知識や技術を身につける

ための機会の提供に努めます。

農山漁村女性アドバイザーの積極的活用

農業、水産漁業従事女性の社会参加・交流の場づくり

・国際社会における男女共同参画の推進に関す

る取り組みや、様々な課題、女性の地位向上に

関連の深い国際的な規範、基準等の情報収集や

学習機会の充実を図ります。

・男女共同参画の視点から国際交流、国際協力

及び在住外国人との共生を目指す活動を支援

するとともに、伊勢市と鳥羽市との三市合同で

の日本語学習支援ボランティアの養成を充実し

ます。

男女共同参画推進プラン、志摩市教育推進計画に沿った男

女共同参画教育、及び教職員研修等の実施

・地域、学校、家庭が一体となって児童の健全育

成に努めます。

・地域全体で子育てを支えていくことの必要性

を市民に啓発していくとともに、青少年育成団

体や総合型地域スポーツクラブ等の活動への支

援を行います。

・高齢者と子どもの世代を超えた交流を推進す

ることにより、豊かな感性を育てる機会を提供

します。

・子どもへの虐待防止、虐待の早期発見に対応

できる地域の見守りシステムの確立に努めま

す。

青少年育成や子育てに関連する団体等との連携・支援

・低年齢児保育、延長保育、一時保育、休日保育

等、住民のニーズにこたえ、多様な保育サービス

の充実に努めます。

・放課後児童クラブの開設、運営に対する支援

を進めるとともに、指導者の養成を支援します。

・子育てについての不安や悩みの解決に向けて

助言できる相談体制の充実に努めます。

・子育てについて、相互援助活動を行うファミ

リー・サポート・センター事業の会員登録を促進

し、円滑な運営を推進します。

・男性の育児参加の推進と育児休暇取得のため

の職場環境の整備に努めるとともに、育児休業

を取得した男女が円滑に職場復帰するための

環境づくりを促進します。

・企業や事業所で「育児・介護休業法」が定着し

ているかを把握する方法を検討し、育児休業制

度の一層の普及定着を促進します。

③ 子育て支援の充

実

④ 育児休業制度の

普及促進

⑨ 介護休業制度の

普及促進

・介護休暇取得のための職場環境の整備に努め

るとともに、介護休業制度の普及・啓発に努め

ます。

・関係機関と連携して企業を対象に「育児・介護

休業法」の周知及び制度の普及・啓発に努めま

す。

① 家族的経営にお

ける役割の評価と

就業環境の整備

・家族的経営において男女がその果たしている

役割に対して適正な評価を受け、互いに協力し

て経営等に参画できるような就業環境の整備・

支援に努めます。

・農協や漁協、商工会など、異業種間との連携を

図り、交流の場づくりを進めます。

⑤ 子育ての社会化

の推進



① 審議会等への女

性の登用推進

・本市の様々な政策や方針を決定する場におけ

る男女共同参画を進めるため、審議会、委員会

等への女性の積極的な登用を進めます。

・男女が参画しやすい仕組みづくりを進めるた

め、各種審議会、委員会等の委員構成の見直し

審議会等への女性登用率40％（令和７年度）を目標に推

進 人権市民

協働課 D

令和6年度調査では審議会等の女性登用比率が昨年度の29.7%か

ら28.8％まで低下してしまい、審議会等における女性委員の比率向

上に向けた具体的な取り組みを実施することができなかった。

男性委員を含む候補者選定において、適任者の数が限られていると

いう課題が挙げられる。

男女共同参画（ワーク・ライフ・バランスの推進等）に関する

女性職員研修の実施
総務課 B

女性職員の長期的活躍を推進するため、育児・家庭と仕事の両立など

仕事を通じて実現したい将来像を描き、それに近づくプロセスを明確

にすることで、女性職員が働くことに対しての自信や前向きな気持ち

を持つことを目的とし、女性職員向けの研修を実施した。

女性職員向けの研修を実施。

研修後のアンケートより、自分の強みを知り自信につながった等の意

見があり、研修の効果が感じられた。今後も毎年実施したい。

能力開発研修等に対する積極的な派遣実施

総務課 B
各種研修事業を周知した。 女性向け研修や管理者向けマネジメント研修等を実施した。

各研修を通して各階級の役割などを学ぶことができたため、今後も実

施したい。

③ 公共的機関、団

体における取り組

みへの働きかけ

・市行政運営を補完する各種外郭団体や関連団

体、協議会など、様々な組織において、女性職員

の登用・配置等について積極的な取り組みが行

われるよう意識啓発と連携強化を図ります。

各種団体への男女共同参画の意識啓発と連携強化

人権市民

協働課 B

令和６年度においては、県のダイバーシティ社会推進課と連携し「トッ

プの熱い思いの本気宣言」に参画し、男女共同参画社会の機運醸成を

図った。

一部の市内事業者も「トップの熱い思いの本気宣言」に参画しており、

官民一体となって市の男女共同参画社会の実現を進めていきたいと

考える。

① 事業者等に対す

る意識啓発

・経営や組織運営等への女性の意思を反映する

ことができるよう、企業・団体における経営方

針決定の場への女性の参画促進の働きかけを

行います。

企業や事業所に対するポジティブ・アクション（積極的改善

措置）等の啓発実施
経済課 B

県内で開催されるセミナー等の開催チラシを庁舎内に設置することに

より周知を行った。

 ホームページでは県の事業である女性の就職サポート事業や厚生労

働省の求職者支援制度について周知を行った。

国や県が作成している啓発物による周知により対応ができている。

② 誰もが能力を発

揮できる就労環境

の整備

・性別にかかわらず、生きがいをもって働くこと

ができるよう、キャリア教育や意識啓発の推進、

就労環境の確保を促進します。

能力開発セミナー等の周知や情報提供

経済課 A 〇
様々な年代・性別のキャリア形成・就労機会の確保のため、デジタルス

キルを学ぶ講座を開催した。

13名が講座を受講し、キャリア形成につなげることができた。

（１）地域の

安全・防災

活動におけ

る男女共同

参画の促進

① 地域防災体制へ

の男女共同参画の

充実

・消防団や自主防災組織をはじめとした地域に

おける防災体制の構築に当たり、女性消防団員

の任用拡充など男女の偏りのない組織づくりや

男女共同参画によるネットワークづくりを積極

的に推進します。

女性消防団員の拡充と環境整備

消防総務

課 B

　消防団員については、性別を問わず随時募集を行っている。

　具体的事例としては市広報誌、SNSを活用したPR活動を実施した

他、MCTVの「志摩の国チャンネルにおいて、現役女性消防団員に出

演を依頼し、現場での女性の活躍についてPR及び加入促進を行っ

た。

　また、昨年度同様に市内県立高校において、卒業を迎える３年生を

対象に加入促進を行った他、市内中学校（浜島・大王）でもPR活動を

実施した。

　さらに新規事業として、図書館と連携した加入促進の他、消防フェス

タでの市民向けPR、二十歳の集いでの加入促進を実施した。

　市内県立高校、二十歳の集いでは、即戦力となる年代への加入促進

を実施した。

　市内中学校では将来的な消防力の強化のため、消防団活動の紹介の

他、簡易担架の製作を通して地域貢献の重要性についても併せて啓

発を実施した。

　令和６年度では新たな女性消防団員は１名の加入のみであったが、

今後も消防団員加入可能年齢をはじめ、青少年期の学習機会の創出

と併せ、継続して加入促進を図っていく必要がある。

　環境整備については、施設整備計画等に基づきながら検討していく

必要があるが、令和６年度において、女性消防団員が所属する志摩方

面隊特消分団の詰所が、高台移転に伴う複合化により新設され、トイ

レ問題が解消された。

女性の視点にたった防災、災害時支援・復興措置に関する

計画等の検討

防災危機

管理室 A 〇

防災担当者だけではなく、福祉担当職員や幼保園の保護者に聞き取

りを実施し、防災備蓄品の見直しを行った。また、よりよい避難環境を

目指し今後準備していく物品を選定した。

令和５年度からの継続計画として生理用品の品目の充実や、安全対策

としての防犯ブザーの調達を引き続き行っている。加えて、専門職や

子育て世代からの意見をうけ、離乳食用スプーンや清浄綿、吸水ライ

ナーなども調達を開始し、特に女性や乳幼児対策の充実を加速でき

た。今後も広く意見の場をつくり、内容のさらなる充実と、より効果的

な災害対策の実施につなげる。

災害時応援協定や災害時ボランティアの確保等、支援側の

幅広い担い手の確保による女性の負担軽減 防災危機

管理室 C

避難所運営マニュアル等で避難所運営における女性の視点の重要性

について明記し、自治会向けに実施した訓練・研修会で意識付けを

行った。

令和６年度においても女性の視点の重要性についての啓発を踏まえ

た自治会向け避難所運営訓練・研修会を実施するも参加者の大半が

男性であった。そのため、従来の研修会だけでなく女性が参加しやす

い企画を立案し、積極的な参加につなげる。

市民が実施する防災訓練への女性の参画の推進

防災危機

管理室 C

避難所運営マニュアル等で避難所運営における女性の視点の重要性

について明記し、自治会向けに実施した訓練・研修会で意識付けを

行った。

令和６年度においても女性の視点の重要性についての啓発を踏まえ

た自治会向け避難所運営訓練・研修会を実施するも参加者の大半が

男性であった。そのため、従来の研修会だけでなく女性が参加しやす

い企画を立案し、積極的な参加につなげる。

防災講話での女性の参画についての啓発

防災危機

管理室 C

防災技術指導員による防災講話において避難所運営は女性等様々な

避難者の意見が反映できるよう配慮が必要であることを伝え、地域の

防災・減災対策への女性の参画の必要性の意識付けを行った。

防災講話の参加者は女性も多く、避難所運営における女性の役割の

重要性について広く啓発できたことから、今後は女性の訓練への参加

へつなげていく。

（２）環境保

全活動にお

ける男女共

同参画の促

進

① 環境保全活動の

推進における男女

共同参画

・広く地域環境の保全を図る活動から、身近な

家庭生活における環境保全活動まで、様々な場

面における取り組みについて男女共同参画の

視点を取り入れながら活動を進めます。

環境問題に関して、男女共同参画の視点を踏まえた情報の

収集・発信
環境・ご

み対策課 B

　市民全体を対象に、市のホームページや広報しま等で環境保全を推

進するための情報を発信した。

　環境保全を推進するために、引き続き啓発や情報発信を実施してい

く。

② 環境に係る意思

決定への積極的な

参画

・地域における環境保全の方針、方策を決定し

ていく場への積極的な女性の登用を促進しま

す。

志摩市自然環境保護審議会への女性登用
環境・ご

み対策課 C
令和5年8月末における審議会委員の改選に伴い関係団体から推薦

していただく際に、出来る限りの女性登用を依頼を行った。また、公募

委員は性別を問わず募集を行った。

左記のとおり、各関係機関に女性の推薦を依頼していたところである

が、結果として1名の女性委員にとどまった。

委員の任期が、令和7年8月末となっているため、次回の改選の際は、

改めて男女共同参画の視点を踏まえ、積極的な女性の登用を依頼す
（３）困難を

抱えた女性

等が安心し

て暮らせる

条件の整備

シルバー人材センターに対する活動支援の継続

地域福祉

課 B

高齢者の就業の機会を確保・提供することで、男女問わず、生活の充

実や社会参加の増進を図るシルバー人材センターの活動を引き続き

支援した。

高齢となっても元気に就業している方がたくさんおり、社会参加に繋

がっている。志摩市シルバー人材センターの男女比率は女性49.7％

と全国的にみても高水準となっている。

地域の支援者と連携した相談体制の強化

介護・総

合相談支

援課
B

地域づくりや地域課題の解決等について話合う機会として、自治会単

位でふくし座談会の開催を働きかけ、実施。（40地区52回／50地

区）

○地域訪問、自治会や民生委員・児童委員との情報交換により、地域

アセスメント表を更新し地域状況の見える化を図った。ふくし座談会に

おいて情報を共有することで、地域住民が地域の姿に向き合う機会と

もなり、情報の更新、更には地域づくり活動につながるきっかけと

なった。

○全地区に開催の声掛けや働きかけは行ったが、開催に至れなかっ

た地区も一定数ある。地域での見守り意識の向上に向けた広報・啓発

介護・総

合相談支

援課
B

・あんしん見守りネットワークの協力団体等へ各種認知症関連事業の

案内をおこない、地域での見守り意識の向上を図った。

・認知症サポーター養成講座など認知症関連事業の開催時には、地域

での見守りについても合わせて伝えるようにした。

○認知症サポーター養成講座は7回実施し、計211人の参加があっ

た。そのうち小中学校では1回実施することができた。今後も幅広い

世代へ、認知症サポーターを増やすために養成講座の周知を継続し

ていく。

介護予防リーダーやボランティアポイント事業の活用

介護・総

合相談支

援課
B

○地域での介護予防活動促進のため、介護予防リーダー（お達者サ

ポーター）の活動支援を行った。

・お達者サポーターの活動を支援するために、ステップアップ研修、連

絡会（7/11実施　41人参加）・交流会（3/4実施　38人参加）を開催

した。＊それぞれ研修を同時実施

・災害発生時に避難することのできる体力づくりを目指し、お達者サ

ポーターによる健脚運動を16地区で定期実施（2回/月以上）を継

続。

○高齢者の社会参加（生きがいづくり）を促進するため、ボランティア

ポイント制度を実施した。

活動登録員：４５７名、うち男性７１名、女性３８６名

うち転換交付金交換者数２０２名

ボランティア受け入れ事業所9７箇所

○地域での介護予防活動の高年齢化、後継者不足、地区による人数差

が課題である。

○既存のボランティア団体に属する高齢者等からの申請を多く受け

た。徐々にボランティアの間で制度周知が行き届いており、ボランティ

ア活動をする上でのインセンティブになっている。

・一方で、登録者の家族等から連絡を受け、死去や施設入所等の、年齢

や身体の不調を理由にボランティアを引退する登録者も一定数いる。

・また、登録者は基本、既存ボランティアに属する人やボランティアを始

める予定の人等、元々ボランティアに興味がある人であるため、閉じこ

もりがちな高齢者の社会参加のきっかけにはなり得ていない。今後

は、そういった高齢者に対する予防の観点からも利用を勧めていく。

地域で活動する団体相互の情報交換の促進による活動活

性化
地域福祉

課 B

令和4年度から志摩市社会福祉協議会がボランティアセンターの取り

組みとして、交流会や体験の機会を作るなど、新たな参加者を増やす

よう活動している。また、令和６年度は実施期間も長くなり体験先を

増やしたことや、地域の生活情報誌に掲載したことで、体験者も増え、

14名がボランティア団体に加入した。

ボランティアセンターについては、新たにボランティア希望者を取り込

めるよう、ボランティア団体と連携し体験や啓発活動を実施すること

により、ボランティア参加につながるなど成果が出ている。

介護・総

合相談支

援課
B

・認知症カフェを毎月開催し、情報交換等の交流の場を設けた。また、

認知症地域支援推進員を配置することで、介護と医療の連携強化に向

けた取組を行い、「しまこさん福福まつり」を開催した。

○相談者の困りごとに対し、介護サービスや高齢者福祉サービス、地

域での支えあいにより安心して生活できるよう、調整を行った。

○認知症カフェを磯部と阿児と交互に毎月1回開催。新たに大王・浜島

でも試験的に開催し、次年度以降の開催につなげた。

○しまこさん福福まつりを開催し、認知症の周知・啓発を行った。今後

もあらゆる機会を利用して周知していく。

○電話や来所、訪問等により相談に対応し、ニーズの把握やサービス

の利用促進に努める。

地域福祉

課 B
配食サービス事業、介護用品支給事業等の在宅福祉サービスを通じ、

高齢者が住み慣れた地域で生活できるよう支援した。物価高騰によ

る経済的負担の軽減のため、介護用品支給事業に上乗せの追加分を

支給した。

高齢者福祉サービスを実施することにより、高齢者の在宅での自立し

た生活を支援することができた。

 今後も、高齢者福祉サービスの普及・啓発について継続的に取り組み

ながら、サービス内容についても利用しやすいものかどうか精査す

る。
生活機能評価や予防教室による生活機能低下の防止

介護・総

合相談支

援課
B

・老人クラブやいきいきサロン等高齢者の集う場における介護予防の

ための集団健康教育を実施した。

・介護予防のための集団健康教育（いろは出前講座）21回、延べ参加

者数337人

介護予防の必要性や介護予防方法の普及啓発、理解促進につながっ

た。高齢者には繰り返しの普及啓発が重要であるため、今後も引き続

き実施し、高齢者の生活機能低下予防に努めていく。

障がい福祉サービスの適正な提供、サービス事業所の整備

地域福祉

課 B

・相談支援専門員によるサービス等利用計画の作成にかかる質の向

上や、事業所職員による適正な支援の充実を図るために「計画相談事

業所会議」及び「障がい者地域ケア会議」等を開催し研修等を実施し

た。また福祉人材の定着を図ることを目的に福祉に関する基礎知識の

習得を目的とした「研修委員会」による研修にて若手職員、経験を積

んだ職員等が男女問わず意見を交わし知識を深めた。

・市内の事業所では人材不足が大きな課題となっており、その解消に

向けた取り組みが必要という状況はありながらも、市外の事業所でも

志摩市の利用者へのサービス提供が可能な事業所もあるため、必要

に応じ連携を行っているところである。

障がいに対する地域や職場の理解の促進

地域福祉

課 B

・障がいに対する理解を深めるために、地域自立支援協議会の「地域

啓発プロジェクト」を中心に市内商業施設や金融機関、高校において

展示活動の実施、「広報しま」への啓発記事の掲載などを実施、また同

協議会の「働くプロジェクト」にて、企業への障がい者雇用の理解や、

雇用の可能性についてアプローチや、障がいのある当事者に話をして

もらう場を設けることができた。

・おおむね予定通りの活動ができた。

 各プロジェクトにおいては、男女共同にて取り組みが実施できてい

る。「障がいの有無に関わらず」に加え、年齢や性別の障壁も取り除け

るような取り組みの検討ができる。

地域自立支援協議会の機能充実

地域福祉

課 B

・令和6年度からの3年の計画となる「第２期志摩市障がい者（児）計

画・第7期志摩市障がい福祉計画・第3期志摩市障がい児福祉計画」の

初年度であった。障がい福祉の推進のための協議を例年どおり実施

し、地域の課題の整理、各プロジェクト部会）等により取り組みの強化

を目指した。

・各種目的に沿った会議や研修を実施することで、男女問わず交流の

場ができ、関係機関同士の情報共有や連携を図ることができた。

 ・地域自立支援協議会の機能を充実させ、現在ある資源（人材を含

む）をより有効に生かすことができるような取り組みが必要である。

(４）性と生

殖に関する

健康対策の

充実

① 性と生殖に関す

る健康と権利の意

識啓発

・母性を尊重する意識の高揚を図るため、母性

のもつ社会的機能の重要性についての啓発、教

育を充実します。

・学校での学年に応じた性教育や健康教育を充

実させ、異性に対する正しい知識や性感染症予

防や二次性徴に関する知識を養い、お互いに尊

重し合える意識づくりを推進します。

・性犯罪、売買春等の防止に対する取り組みを

推進します。

中学校への出前講座による性感染症予防教育の実施

健康推進

課 B 〇

中学校での性感染症予防教育を実施し、希望のあった中学校には生

活習慣病予防講座も実施した。また、市内の高校1校でも、それらの健

康づくり講座をシリーズで実施した。

中学校・高校での講座内容は企画どおりに実施できたが、まだ全校で

すべてのプログラムを利用してもらうには至っていない。全校でより

多くの講座を利用してもらえるよう、周知や講座内容の改善に努め

る。

乳幼児期の健康相談、健康診査等の実施継続
健康推進

課 A
乳幼児健康相談、７か月児相談、１歳６か月児・３歳児健診等の相談・健

診事業を実施した。

乳幼児相談の予約枠を拡大して、より多くの相談につなげた。また、乳

幼児相談の日程に合わない場合など、必要に応じて個別対応での相

談の機会を設けて対応した。

母子健康手帳の交付及び健康相談の実施継続

健康推進

課 A 〇

母子健康手帳交付時は個別面談の時間を設けて対応し、必要に応じ

て訪問等につなげて計測的な支援を行った。また、産後２週間を目安

にすべての産婦に対し、おめでとうコールとして架電し、相談等に対

応した。

こども家庭課と定期的に検討の場を設置しており、妊娠期から継続的

に支援する仕組みができている。妊娠期の見守りの他、おめでとう

コールで心配な様子があれば、早期に保健師訪問につなぐ等の対応

ができた。また、新たに妊娠期から育児手技を学ぶ個別相談の機会を

つくり、妊娠期からの相談体制づくりを強化した。

生活習慣病予防教室の実施継続 健康推進

課 A
市民が生活習慣病を予防・改善するための教室として、糖尿病予防講

座、高血圧予防講座を実施した。

糖尿病予防講座、高血圧予防講座ともに、令和5年度よりも多くの市

民の参加があった。

食育推進事業の実施継続

健康推進

課 A

妊娠期応援レターの送付や健診時・乳幼児相談時の個別相談のほか、

離乳食教室、幼児食教室を実施した。

市民を対象に食事のとり方講座を実施、食生活改善推進協議会に委

託し市民向けに料理教室を4テーマ実施した。

令和5年度にプレ教室として実施した幼児食教室は好評で、令和6年

度から本格始動した。

食生活改善推進協議会に委託している料理教室では、市民からも関

心の高い防災クッキングや歯科分野と協働しているお口の健康クッキ

ングなどを実施した。お口の健康クッキングでは、令和5年度のレシピ

を利用し歯科と共同でレシピ冊子を作製した。

③ 保健医療対策の

充実

・ＨＩＶ／エイズ、性感染症、薬物乱用など健康を

損なう問題に対して、正しい知識の普及、啓発

や学習機会の提供に努めます。

・女性特有の病気に対する対策を強化し、正し

い知識の普及と検診体制を充実します。

成人の各種がん検診の継続と受診率向上のための環境整

備

健康推進

課 A 〇

乳がん、子宮頸がん検診の実施にあたり、託児利用日、休日（土曜日・

日曜日）検診日を設定した。

集団検診予約の利便性を図るため、ウェブ予約サービスを実施した。

がん検診の年間予定の周知と、がんや検診受診の必要性を正しく理解

して受診できるよう「がん検診のお知らせ」パンフレットを各戸配布・

市内スーパーへの設置を行った。また、40歳になる節目の人に個人

通知した。

子宮がん検診の対象者を、20歳以上の偶数年齢から、20歳以上の全

年齢とした。

20歳と30歳になる人に子宮頸がん検診・40歳になる人に乳がん検

診の無料はがき、50歳になる人に乳がん検診受診勧奨のはがきを送

付し、受診率の向上を図った。

乳がん、子宮頸がん検診の実施にあたり、託児利用日、休日（土曜日・

日曜日）検診日を設定した。

集団検診予約の利便性を図るため、ウェブ予約サービスを実施した。

がん検診の年間予定の周知と、がんや検診受診の必要性を正しく理解

して受診できるよう「がん検診のお知らせ」パンフレットを各戸配布・

市内スーパー・市内薬局・市内歯科医院への設置を行った。また、40

歳になる節目の人に個人通知した。

子宮がん検診の対象者を、20歳以上の全年齢とした。

20歳と30歳になる人に子宮頸がん検診・40歳になる人に乳がん検

診の無料はがき、50歳になる人に乳がん検診受診勧奨のはがきを送

付し、受診率の向上を図った。

女性の人権に関する研修・啓発事業等の実施
人権市民

協働課 A 〇
「差別をなくす強調月間」における街頭啓発では三重県、志摩市、人権

擁護委員、鳥羽警察署が連携してイオン阿児店で街頭啓発を実施し

た。橋爪市長も出席し啓発物品を配布した。

引き続き令和7年度も強調月間に周知啓発を実施する予定である。

関係機関との連携強化 こども家

庭課 B
相談対応時、必要に応じ、警察等関係機関と連携を取り、被害者の安

全確保に努めた。

相談対応時、必要に応じ、警察等関係機関と連携を取り、被害者の安

全確保に努めた。

② 身体的・精神的

暴力等の根絶に向

けた取り組みの推

進

・三重県女性相談所、三重県男女共同参画セン

ター（フレンテみえ）、三重県保健福祉部門等と

連携しながら相談支援体制を充実します。

・被害者やその子どもが問題を抱え込まないよ

うに、相談窓口を充実するとともに広報に努め

ます。

各関係機関におけるＤＶ相談窓口の周知

こども家

庭課 A

広報誌・ホームページ・トイレへのカードの設置等により、DV相談窓

口を周知した。また、相談があった際には関係機関と連携し対応を

行った。

広報誌・ホームページ・トイレへのカードの設置等により、DV相談窓

口を周知した。また、相談があった際には関係機関と連携し対応を

行った。

こども家

庭課 B
女性に対する暴力をなくす運動期間中に、関係機関協働で街頭啓発

（イオン阿児店でのティッシュ配布）を行った。また、期間外にも窓口に

設置し啓発を行った。

配布及び窓口設置により、複数の機会が設けられ啓発することができ

た。

人権市民

協働課 A
女性に対する暴力防止月間中、こども家庭課と共同で街頭啓発を実

施した。また、パープルリボン運動、パネルやポスターの展示、広報誌

等への掲載、啓発物品を配布した。

令和7年度も街頭啓発を実施していく予定である。またパープルリボ

ンパネル展などの啓発物品の配布は、多くの人の目に留まりやすい玄

関近くに特設ブースを設置することで興味をもつきっかけ作りとなる

ため、引き続き実施していく。

セクシュアル・ハラスメントに関する住民への啓発実施 人権市民

協働課 B
講演会などのイベントを実施する際に、パンフレットを配布し市民への

啓発を行った。

啓発バッグと一緒に配布するなど工夫し、多くの市民へ配布できるよ

う引き続き実施していく。

② 性犯罪、性暴力、

ストーカー対策等の

推進

・性犯罪、性暴力、ストーカー対策等被害につい

ての相談窓口をチラシ、ポスター等で周知しま

す。

関係機関との連携を密にし、性犯罪・性暴力の被害者を速

やかに相談へつなげられる体制を確保し、性犯罪等根絶に

向けた市民の意識改革推進のための周知・啓発

人権市民

協働課 A 〇
こども家庭課及び県の男女共同参画センター（フレンテみえ）と速やか

に連携をとれる体制をとり、ホームページ、広報しま、窓口のリーフ

レット配布、イベント時の啓発物品の配布等で周知を進めている。

広報しま・じんけんコーナーでは日本版DBSに関する記事を掲載し、

引き続きこの連携体制を維持し、相談があった際に迅速に対応できる

よう努める。また周知啓発についても引き続き取り組んでいく。

基本目標

４

 誰もが安

心して暮

らせる環

境の実現

基本目標

５

 男女間の

あらゆる

暴力の根

絶

（１）配偶者

等からの暴

力被害者に

対する相談

支援体制の

充実

（２）ＤＶや

性的暴力防

止のための

啓発

基本目標

３

政策・方

針決定に

おける男

女共同参

画

（１）市行政

等の組織に

おける性差

のない登用

の推進

（２）事業者

に対する働

きかけ

② 管理職への女性

の登用推進

② 災害時における

男女格差のない支

援体制の確保

・災害発生時における女性の負担増加を防ぐた

めの女性の視点を取り入れた組織体制の整備

や資材の提供体制の整備などを進めます。

③ 避難所運営への

女性の参画

・災害から受ける影響やニーズに関する性別に

よる相違点や性的マイノリティへの配慮といっ

た内容を避難所運営マニュアルに盛り込み、周

知を図ります。また、避難所運営における、あら

ゆるハラスメント等の防止に取り組みます。

・各職員の能力を公平に捉えつつ、女性の採用、

職域の拡大や、管理職等への登用を進めます。

・政策・方針決定の場への女性の参画推進を目

的とした能力開発の研修、学習機会の充実に努

めます。

① 高齢者の生活安

定への支援

・高齢者の就労の場の拡充に努めます。

・地域の支援者となるべき人と、顔の見える関

係づくりを進めます。

・民生委員等と連携し、年金や暮らし等について

の相談体制の充実、地域の見守り体制の構築な

どを図ります。

② 生涯健康づくり

の指導・相談体制の

充実

・乳児から高齢者に至るまでの一貫した健康診

査、保健指導の実施、的確な情報提供や相談の

充実を推進します。

・出産前後の母子の健康を守るとともに、育児

不安を抱えている母親などを支援するため、母

子保健の充実に努めます。

・生活習慣病を予防するため、食生活習慣や栄

養、運動、休養のバランスのとれた生活を送るた

めの指導、啓発を図ります。

①  関係機関の連携

による支援体制等

の整備

・「ＤＶ防止法」に基づいて福祉部門、保健部門、

医療機関、警察等が連携を図り、身体的・精神的

暴力等の根絶に努めます。

・市職員全員を対象とした人権教育を推進しま

す。

① ＤＶやセクシュア

ル・ハラスメントの

排除及び防止のた

めの普及・啓発

・地域から性別に基づく身体的・精神的暴力等

を根絶するため、住民が正しい知識等を学習す

る機会を提供します。

・セクシュアル・ハラスメント防止に向けた講演

会等の開催や防止のための普及・啓発資料の提

供に努めます。

・セクシュアル・ハラスメントに関する雇用管理

上の配慮義務を企業等に啓発促進します。

女性に対する暴力防止に関する住民への啓発実施

② 生きがい対策 ・ライフスタイルの多様化を背景に、シルバー人

材センターが高齢者の生きがいや社会参加の場

として拡充することを支援します。

・ボランティア活動や健康づくりにかかわる各種

活動、自治会等の地域活動を通して仲間づく

り、まちづくりへの参加を支援します。

・高齢者が子どもたちや地域住民との交流によ

り、文化や知識、技術等の継承を図ることを支

援します。

③ 高齢者福祉サー

ビスの充実

・社会が多様化・複雑化する中、介護を必要とす

る高齢者ができる限り住み慣れた家庭で安心

して生活できるよう、在宅サービスの充実や関

連施設の整備を推進します。

・寝たきりにならないよう、疾病予防、転倒予防

等の知識の普及・啓発と健康講座の開催を図り

ます。

高齢者福祉サービスの利用促進とニーズの把握

④ 障がい者の自立

支援

・障がい者が、できる限り地域で自立した生活

が送れるよう、能力や適性に応じ、障がい福祉

サービスや地域生活支援事業の適正な提供に

努めます。

・相談体制の充実や安定かつ質の高い障がい者

サービスの提供体制の整備を推進します。

・地域住民や企業等に対し、障がいに対する理

解を深めます。


